
景気対応検討チームの当面の運営について 
 

平成 23 年 11 月 25 日 
経済財政政策担当大臣 

 
 
１．趣旨及び目的 
「円高への総合的対応策」（平成 23 年 10 月 21 日閣議決定。以下、

「対応策」という。）に基づき、景気対応検討チーム（以下、「検討

チーム」という。）において、ＰＤＣＡに立脚した対応策の進捗管理

等を行う。具体的には、対応策の個々の施策について、数値目標と

期限を設け、その進捗管理を行い、迅速に具体的な成果を出すこと

を目指す。併せて、対応策の進捗状況を踏まえつつ、経済の動向や

リスクについて点検を行う。 
 
 
２．検討チームの構成等 
検討チームは、内閣府特命担当大臣（経済財政政策）を議長とし、

全府省の副大臣等から構成される（別紙参照）。また、議長は、必要

があると認めるときは、関係機関等に出席を求めることができる。 
 
 
３．当面の予定 
当面、月一回を目途に検討チームを開催し、ＰＤＣＡに立脚した

対応策の進捗管理や、経済の動向とリスクについての点検を行い、

平成 24 年４月を目途に中間的な取りまとめを行う。 
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（別紙） 
 

景気対応検討チーム 

 

（議長） 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 古川 元久 

 

（議長代理） 

内閣府副大臣    石田 勝之 

 

（構成員） 

内閣官房副長官    齋藤 勁 

内閣府副大臣    後藤 斎 

内閣府副大臣    中塚 一宏 

総務副大臣     松崎 公昭 

法務副大臣     滝  実 

外務副大臣     山口 壯 

財務副大臣     藤田 幸久 

文部科学副大臣    森  ゆうこ 

厚生労働副大臣    牧  義夫 

農林水産副大臣    筒井 信隆 

経済産業副大臣    牧野 聖修 

国土交通副大臣    奥田 建 

環境副大臣     横光 克彦 

防衛副大臣     渡辺 周 

 

日本銀行副総裁    山口 廣秀 

 

（議長補佐） 

内閣府大臣政務官    大串 博志 

 


